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1．著者の紹介・本書の意義
著者は、法学・哲学を専攻し、ニューヨータのFordham大学で法学修士を得
ている。そして、ベルリン自由大学の助手やパリ・ユネスコの法律顧問、弁護士
を経て、現在ドイツのGoerg　von　Holtzbringという出版グループで企画開発の
プロジェクトリーダーとなっている。本書は、筆者がDissertationとして出し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のた論文であり、アメリカ法との比較により、ドイツにおける臨死介助問題の立法
的解決を目指して、法システム的根拠づけを行おうとしたものである。すでにこ
の春、オランダでいわゆる安楽死法案が上院において可決されたが、ドイツにお
いてはこのような立法化の試みに対して懐疑的である。確かに、1986年には臨死
介助法案がドイツ法曹大会において検討されたが、否決されている。また、判例
法を中心とするアメリカとドイツの法体系の違いから、臨死介助に関して米独を
比較法的に検討することは難しい。そのような中で出された本書は、ドイツにお
ける臨死介助問題に対して（特に積極的直接的臨死介助に関して）、立法的な解決を
訴える意欲的な取り組みを見せているといえよう。
2．本書の概要
（1）本書の構成
著者の問題意識の出発点は、アメリカのほとんどの州においては自殺関与が処
罰されているのに対して、ドイツにおいては自殺関与罪が不処罰とされていると
いう法状況があり、一見したところドイツの方がよりりベラルな法状況を有して
いるにもかかわらず、逆に判例実務においてはアメリカの方がよりりベラルであ
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るという認識がある（詳細は後述（5））、ということである。このことから米独両
国にお）・て、法状況と法実務との乖離（Dichotomie）が存在し、このような乖離が
法的安定性を害する結果をもたらしているという。つまり、臨死介助を必要とす
る状況があり、その臨死介助に関して法規定上の評価と実際の判例上の取扱いが
異なるため、臨死介助を行おうとする者は、自らの行為の適法性につき判断が困
難になっているという。そこで、第一章では簡単に本書において使われる概念の
区別・定義を行い、第二章ではドイツの法状況を、第三章ではアメリカの法状況
を検討し、最後に第四章において比較法的視座からこの乖離を解決する方向性を
示そうとする（すなわち立法による解決の必要性を訴える）。
（2）第一章
　まず、著者は臨死介助に関して、消極的臨死介助・自殺・自殺関与・積極的臨死
　（2）
介助という区別を行っている。そして、積極的臨死介助の下で、さらに直接的臨
死介助と間接的臨死介助を分類する。また、消極・積極的臨死介助それぞれにお
いて、臨死介助を求める者の（意思）決定能力の有無の区別もある。この場合、自
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）殺や自殺関与を他の類型と同列に並べることは特徴的である。著者としては、
（患者の）死ぬ権利という側面から問題を把握することが中心にあるため、自殺が
「死ぬ権利」の中核に位置するものであり、その自殺や（ドイツにおける）自殺関与
の不処罰性を確認し、そこから、他の類型において、より自己決定を中心とし
た、不処罰への方向性を確認したかったのであろう。
（3）第二章
　本章のドイツの法状況において、まず、判例を中心として、先に上げた各類型
の刑法上の処理方法に言及する。消極的臨死介助に関しては、患者の意志に基づ
く（決定能力ある場合の）治療行為の中断は認められることが一般であり、さらに、
（決定能力のない場合の）患者の推定的意思も厳格な要件の下で認められる。後者
　　　　　　　　　　　　（4）には、いわゆるKempten事例があげられる。ここで、BGHは、患者の推定的
意思を確認するためには、「患者の事前の口頭もしくは書面による表明や宗教的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）信条、その他の個人的価値信条、年齢による平均余命や苦痛があるかなど」が考
慮され、それでも患者の意思が判明しないときは「何が一般的価値信条に対応す
るかという基準を考える」（つまり、r疑わしき場合は、人間の生命の保護が医師や
親族、その他の関与者の個人的信条よりも優越する」）としている。自殺や自殺関与に
関しては、特別の処罰規定がないことや、共犯理論の従属性の原理からの帰結な
ど、その不処罰は条文上明らかである。ただ、著者が問題にしているのは、患者
が自己答責的に自殺した後、医師などが介入できたのに、医師の不介入による結
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果の発生の場合を消極的・積極的臨死介助とし、その違法性・適法性を検討するこ
　　　　　　　　　　　　　（6）　　　　　　　　　　　（7）とである。たとえばWitt圭g事例やHacketha1事例は自殺関与の類型にあたり、
他の臨死介助事例として、検討するまでもないと考えているようである。つま
り、自己答責的な自殺行為が存在し、それによって死という結果が発生したので
あれば、その前の積極的関与行為、ないしその後の消極的（不介入による）関与行
為は自殺関与にすぎず、処罰されない行為であり、不作為という構成を拡大し
て、嘱託殺人罪（StGB216条〉の構成要件に含め検討する余地を残すべきではな
く、現行法を厳格に適用すべきであると考えている。これに対して、積極的直接
的臨死介助は、「明示で真摯な要求」があれば嘱託殺人罪に該当し、基本的に可
罰的である。Scophedaヱ事例において、BGH：はStGB216条に該当するとしてい
る。積極的問接的臨死介助は、結論的には判例学説ともに不処罰を肯定してい
る。しかし、その不処罰の根拠については争いがある。
　ドイツの臨死介助をめぐる法状況における問題点は、判例実務の少ないこと、
そして、嘱託殺人罪を否定して不処罰とするにしても、その根拠の不明確性であ
る。後者の問題は、現行刑法の解釈では、嘱託殺人罪の構成要件該当性は否定で
きないことにある。あえて臨死介助を不処罰とする明確な法的根拠を求めるとす
れば、臨死介助を求めることはドイツ基本法上の権利に基づくものとして構成す
ることが考えられる。その候補として、基本法2条2項の生命と身体の完全性に
関する権利、基本法4条1項の良心の自由という権利、基本法2条1項の人格発
展の権利、という三つの権利があげられる。しかし、いずれも明示的に死ぬ権利
を規定するものではなく、憲法から死ぬ権利を導き出すことは可能であっても、
必然的に死ぬ権利を導き出せるわけではない。基本法2条2項は、生命に関する
（＝auf）権利を規定しており、生命を前提としているのであって、生命を否定す
る権利までをも規定しているものではない。また、基本法4条1項は良心に関わ
る判断（善・悪）に関する規定であり、死を決定することは必ずしもそのような判
断を伴うものではなく、一般的な「死ぬ権利」の根拠となるものではない。ま
た、基本法2条1項は、一般的包括的な規定であり、「死ぬ権利」そのものを規
定していることを肯定も否定もできない。それゆえ、問題は臨死介助という事例
群の全般的な可罰性を判断するのは、司法権の管轄にあるとすべきなのか、ある
いは立法者の下に任せるべきであるのか、ということに行きつくのである。
（4）第三章
　ここでは、まず、アメリカの法状況において、自殺や自殺関与がコモン・ロー
上どのように扱われてきたかを歴史的に概観し、その後、第一章であげられた各
類型の処理が、判例実務を中心に検討される。消極的臨死介助類型は、クィンラ
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　　　ラン事件によって治療拒絶権が確立し、また、アメリカの各州においていわゆる
　　　（9）「自然死法」が立法されており、解決しているといえる。また、患者の推定的意
思については、その確認のために、純粋な主観的基準や代理判断の基準、客観的
基準という三つの基準があり、州によって違いがあるものの、ほとんどの州で代
理判断の基準までが許されており、客観的基準まで認められている州もかなりあ
る。自殺が不処罰とされることはドイツと共通であるが、自殺関与はドイツと違
い法規定上処罰対象になっている州が多い。また、積極的直接的臨死介助も一般
的な殺人の規定に該当するとされる。しかし、実際の判例の状況を見ると医師に
よる自殺関与や積極的直接的臨死介助が有罪判決を受けることはほとんどない。
積極的問接的臨死介助に関しては一般的に許されているとするが、法規定に関す
る不明確さが残っている。このようなアメリカの法状況で著者の関心事はやはり
自殺関与と積極的直接的臨死介助において、処罰規定の存在にもかかわらず、無
罪を導くという法状況と法実務の乖離の存在である。このような乖離の生じる理
由として、アメリカの刑事手続きにおいては、住民の法政策的観点が直接的・間
接的に強く考慮されるからであると指摘する。住民（州民）の法政策上の見解が臨
死介助を容認する方向にあり、検察もそのような住民の意識を考慮し、裁判上も
陪審制度によりそのことが反映される。著者によれば、自殺関与と積極的臨死介
助の領域において、現在の刑法規定とその運用の緊張関係（＝乖離）は法的に受け
入れ難いものと位置付けられる。それゆえ乖離を解消することが求められる。し
かし、この乖離を解消するためには、現在の刑法が厳格に適用されるか、逆に患
者の自殺を介助する権利を追求し、刑法上の禁止が廃止されるべきか、のいずれ
かが必要である。いずれを選択するかは憲法上の考慮が必要である。つまり、一
方で、連邦憲法から、自殺への介助や積極的直接的臨死介助に際する決定の自由
という個々人の権利が生じているとすると、当該州の刑法上の禁止は違憲であ
り、もはや適用されてはならないことになる。むしろ、州の立法者は、各法律を
正式に廃止する義務を負うであろう。他方で、憲法から自殺関与の禁止が必然的
に生じているならば裁判所や検察は、臨死介助事例を断固として追及する義務を
負うであろう。ならば、少なくとも立法者の評価においては、この臨死介助とい
う事例群を処罰から解放することはなくなる。ドイツの議論とパラレルに、アメ
リカにおいても憲法上の死ぬ権利という問題が今日の議論の中心にある、とい
う。
　そこで、憲法上「死ぬ権利」をどうとらえることができるのか、が検討され
る。アメリカにおいて「死ぬ権利」を憲法上考慮するには四つの方法がある。修
正第Mのデュー・プロセス条項におけるプライヴァシー権・自由権から認めるこ
と、コモン・ロー上のインフォームド・コンセント論から認めること、修正第1の
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宗教の自由から認めること、修正第14の平等原則に刑事処罰規定が違反とするこ
と、である。
　プライヴァシー権とインフォームド・コンセント論は一般にあまり区別されず
に根拠として使われている。プライヴァシー権それ自体はGriswoldv．
　　　　（10）Comecticutで認められ、妊娠中絶に関する基本権もこのプライヴァシー権とし
　　　　　　（11）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）てRoe　v．Wadeで認められた。さらに、クルーザン事件で消極的臨死介助の権
利を認められた。
　そして、自殺関与の合憲性に関して、1997年に連邦最高裁が二つの判決を出し
　　　　　　　　　　　　（13》　　　　　　　（14）た。Washingtonv．GlucksbergとVaccov．Qui11である。前者においては、周知
のように、連邦最高裁は、クルーザン事件は治療拒絶の権利を確認したものにす
ぎず、一般的な権利としての「死ぬ権利」はコモン・ロー上認められた権利では
なく、憲法上も保障されたものではないとした。さらに、州には、生命の保護、
自殺の予防、第三者の保護、医療倫理の保護、望ましくない社会的同意（r滑り
坂」論）からの保護という利益があるとする。著者によれば、死ぬ権利を修正第
14のプライヴァシー権・自由権から導き出すことは憲法上明確に求められている
ものではない。それゆえ、連邦最高裁がWashington　v。Glucksbergで、司法が
積極的に死ぬ権利を憲法上の権利として位置付けることに対して否定的な態度を
取ったことに関しては、憲法解釈に関するどのような立場からも、少なくとも反
対されるものではないとする。確かにこのような結論は、問題となる乖離を放置
しているが、この結論は、臨死介助問題が立法的解決に委ねられているというこ
とを示すものであるとする。
　後者のVaccov．Qui11では、修正第14の平等原則違反が問題となっている。つ
まり、法的に許容されている（不処罰とされる）消極的臨死介助と可罰的な自殺関
与という区別は平等原則に違反するというかという間題である。しかし、連邦最
高裁はこの点についても違憲性を否定し、合憲とした。連邦最高裁は、形式的に
はすべての人に当該法（自殺関与処罰規定）の適用が平等にあることから平等原則
に合致するとした。また、実質的にも、消極的臨死介助（治療の中断）と自殺関与
とでは、因果経過と医師の意図に違いがあり、異なる扱いをすることに合理的な
根拠があるとした。
　この1997年の自殺関与に関する両判決から、アメリカにおいては連邦最高裁
は、臨死介助における「死ぬ権利」という問題を、各州の立法に委ねたといえ
る。
　修正第1の信教の自由は、基本的に一般的な死ぬ権利を導くものではないとい
う。個々の場合に宗教活動の自由条項によって、個々人がこの権利を侵害され、
臨死介助の禁止が適用されてはならないということを導くことができるにすぎな
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いo
　結論的には憲法からは、（死ぬ権利の）権利保障も臨死介助の禁止も生じるとす
ることはできない。このような場合、司法の役割はこのテーマに関して終局的な
法的評価を行うということではなく、臨死介助の規制は州の立法特権に残されて
いるとすることである。
　（5）第四章
　本章では、米独それぞれの法状況・法実務を踏まえて、両国の間題状況がパラ
レルなものであることが指摘される。まず、消極的臨死介助においては、両国で
結論的には不処罰に止まることが確認された。特に、決定能力のない患者の推定
的意思を確認する場合、ドイツにおける（Kempten事例の）基準はアメリカの多く
の州の法実務でも受け入れられているものである。また、自殺も不処罰とする点
では、両国に共通する。自殺関与に関しては逆の様相を呈しているようにも見え
る。つまり、ドイツにおいては、自殺関与は法規定上不処罰でありながらも、不
介入の事例を不作為という構成によって（嘱託殺人の）構成要件該当性を獲得する
余地を認めるのに対して、アメリカにおいては、自殺関与は法規定上可罰的なも
のとされながらも、実際の実務では無罪とされることが多い。しかし、両国の法
体系において、このような事態を立法によって解決するべきか、司法によって解
決するべきか（乖離をどう解決するか）という共通の問題を抱えているといえる。
この共通の問題は積極的直接的臨死介助においても同様に生じている。
　憲法上の問題としてみた場合にも、米独両国の憲法（基本法）は、自殺や臨死介
助の権利について明確に述べた規定はない。しかし、最高裁判決に関しては、ア
メリカの最高裁によるいくつかの判決が出されている。医療上の自己決定権から
導かれる自殺や自殺関与に関する一般的な権利を最高裁が判断することを否定し
たWashington　v．Glucksberg事件がある。ここから、ドイツにおいて支配的な
見解である、患者の治療措置の中断の権利は認めるが、それ以外の臨死介助の事
例の基本的な規定は政治過程に委ねようとする考えが支持される。同時に、ドイ
ツにおいては、自殺関与は不処罰であるという法状況を徹底し、不作為という構
成によって自殺関与の不処罰という効果を失わしめないようにしなければならな
い。平等原理の問題については、ドイツにおいては議論が見られないが、将来的
には基本法3条1項の問題として議論される可能性がある。信教・良心の自由に
関しては、アメリカの修正第1の宗教活動の自由条項は基本的に個々の事例にお
いて刑法規範が適用されないということを導き得るにすぎないことが指摘され
た。これはドイツ基本法4条1項においても同様である。
　司法と立法のかかわりについては、臨死介助の事例においては、アメリカの最
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高裁は自らの役割に限界を示した。最高裁は自殺関与の一般的な規定を各州の立
法者に委ねた。むろん、個々の事例で裁判所の審査を行う道を自らに残してい
る。それによって、司法は、自殺関与の一般的権利や積極的臨死介助の権利を確
立して司法の役割を立法に対して拡大することをせず、個々の事例で、高い柔軟
性を保つことができるのである。これはコモン・ローにも合致し、司法に、生命
の終わりに関する難しい問題において、個々の事例の患者や親族、医師の状況や
運命に耳を傾けることができるようにするのである。同時に、このような裁判所
の扱う個別事例は政策的ディスクルスの補強に寄与し得る。ドイツにおける臨死
介助の法的な扱いに関する議論に際して、この考察は有意義なものとなる。この
場合、法解釈上満足行く解決を見出すことを重視して、個々の患者とその運命を
見失うという結果にいたってはならない。むしろ、その都度の個別事例において
患者と社会の利益を考慮することが要因を詳細に考量し、適切な決定へと至り得
るということをアメリカの経験が示すのである。それによって、司法には、国家
の不当な介入に対して個人の自己決定権を個別に保護する道が残されるのであ
る。しかし、紛争の一般的な考量や臨死介助の法的な理解はアメリカの経験と同
様立法に残されねばならない。生命の終焉における困難な法的問題は政治過程に
おいて議論され、立法によって解決されるべきである。
3．コメント
　まず、著者の臨死介助事例の類型化であるが、自殺・自殺関与は通常、殺人・嘱
託殺人（同意殺人〉と対比されるもので、刑法の構成要件上の観点（正犯か共犯か等）
からの類型化である。これに対して、消極的臨死介助・積極的臨死介助は、論者
によって様々であるが、大まかに言えば、治療の拒絶・中断といえるか否かとい
う観点から分けられるといえる。つまり、本来は消極的臨死介助・自殺・自殺関
与・積極的臨死介助は同じ次元で類型化されるものではない。しかし、臨死介助
の問題を治療行為ではなく、（患者の）「死ぬ権利」を軸として考えるとき、自殺
や自殺関与にあたるかという観点が重要な区別となり得るものであり、消極的臨
死介助か積極的臨死介助かは相対的な問題になってくる余地がある。つまり、臨
死介助という間題を個々人の自己決定を中心に構成し、自己決定権の拡大が、自
己の生死に関する決定にまで及ぶとすれば、臨死介助が（医師の側から見て）消極
的に行われたか積極的に行われたかは二次的な重要性しか持たない。この意味
で、著者の類型化からすでに「死ぬ権利」に対する肯定的な姿勢が伺われる。つ
まり、まずは、自殺や（ドイツにおいて）自殺関与の不処罰を出発点とし、解釈論
的に消極的臨死介助からも積極的臨死介助からも、その不処罰範囲を確保する。
336　早法77巻1号（2001）
特に、自殺への不介入という形での関与を（不作為という構成を通じて）積極的臨死
介助として位置付けることなく、自殺への関与にすぎないとして始めから不処罰
とする。通常は、Wittg事件は消極的臨死介助の問題として、Hackethal事件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）は積極的臨死介助として位置づけた上で、それぞれの不処罰性が論じられるので
ある。確かに、臨死介助の問題が「死ぬ権利」を軸として論じられるならば、現
在一般的に認められている、この消極的・積極的、間接的・直接的臨死介助という
区別は、相対的な問題になる。むしろ、「死ぬ権利」の行使といえるかという基
準、たとえば決定能力ある者の場合と決定能力のない者の場合、あるいは推定的
意思をどのような範囲で認め得るのかという問題が軸となるであろう。著者の類
型化はこのような方向性を示すものであろう。
　次に、著者の言うような司法と立法の役割であるが、著者の基本的な立場は、
死ぬ権利に関して、よりりベラルな方向性を求めるものでありながら、解釈論の
限界を示し、立法論にゆだねるべきところは立法により解決を図るべきであると
いう、穏当な結論である。著者によれば、（特に積極的直接的臨死介助においては）
個別具体的な事例における救済は司法によって行い、一般的な権利としての死ぬ
権利の確立は立法過程を通じて行うということになる。しかし、その個別事例に
おいて司法による救済を受ける場合、臨死介助が認められる根拠が必要であり、
その根拠は普遍性を持った原理から導かれることが望ましいはずである。本書の
意図は、法規定と法実務の乖離を解消する際、解釈論では限界があり司法の役割
を超えるものであること、だからこそ政治過程での議論を経た上での立法が必要
であることを強く訴えるものである。著者は、「死ぬ権利」を憲法上根拠づける
ことができないとしているが、この点、むしろ死ぬ権利を何らかの形で憲法に読
み込む方向を示す方が明確となるのではないか。
　日本における法状況はアメリカと同様自殺関与をも処罰するものであり、法実
務はドイツと同様実際の判例はほとんどなく、医師でない者による積極的直接的
臨死介助事例を処罰するというものしかない。この意味で著者から見れば、日本
は米独に比し、リベラルでないということになろう。しかし、著者の言うような
意味での「乖離」は存在しないといえる。とすれば、むしろ日本における臨死介
助という問題はより深刻な状況にあるのかもしれない。というのも、米独双方に
おいて、臨死介助を必要とする医療の状況が厳然と存在しており、そのことは日
本においても変わりはないといえる。この現実に対して、ドイツにおいては自殺
関与が不処罰であるということから、何らかの形での救済の可能佳がある。ま
た、アメリカにおいては判例実務による不処罰の宣言から、救済の可能性があ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）る。しかし、日本においては、法的な面ではいまだに不安定な状況である。医療
現場の法的不安定性を解消する必要は日本にこそあるといえる。
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（1）「臨死介助」とは、Sterbehilfeの訳である。一般的な用語としての「安楽死」とほぼ同じ
であるが、「安楽死」に対してはEuthanasieという語があり、また、安楽死と尊厳死を峻別
　して、安楽死を限定して解することもある。これに対して、臨死介助自体は安楽死に比して広
　い概念である（苦痛の存在を要求していない）が、ここでは著者の定義に即して、死に向けられ
　た介助（Hilfe　zum　Sterben）を「臨死介助」ということにする。
（2）著者の分類は分かりにくいが、一応（患者の）権利という側面から構成されており、消極的
　臨死介助を求める権利は、「患者の望みに基づく、延命治療の不開始・中断から、患者の（自然
　な）病気によって死が生じる場合」、自殺の権利は「患者が人工的な手段によって自身の死を予
定より早く惹起した場合」、自殺に際して介助を求める権利は「第三者（多くは医師や親族）が、
患者の予定より早い生命の終焉（＝自殺〉に際して、共働した場合で、死は患者の病気に基づい
て生じるのではなく、例えば薬を致死量服用するなど、人工的な措置によって生じている場
合」、積極的臨死介助（積極的安楽死に関する権利、慈悲死の権利）を求める権利は「患者の死
が、患者の望みに基づいて、第三者の故意行為によって人工的に惹起された場合」とされる。
　この事例群はさらに、（1）直接的な故意によって第三者が死を惹起した場合か（直接的臨死介
助：積極的安楽死・慈悲死）、（2）死が単に疹痛治療などの非故意的な副作用として生じた場合
か（間接的臨死介助二principle　of　double　effect）、に分けられている。
（3）概念区分は様々であるが、通常、尊厳死と安楽死を分けて、直接的（積極的）安楽死・消極
的安楽死・間接的（直接的）安楽死・真正（二純粋）安楽死の四類型を挙げることが多い（中山研一
　「安楽死と尊厳死」成文堂2000年52頁など、五十嵐敬子「死をめぐる自己決定について」批評
社1997年14頁はさらに「生きるに値しない生命の殼滅」をあげる）。
（4）BGHSt40，257f“1995）．この事例では、不可逆的な意識不明の患者に栄養を人工投与す
　ることを止め、二週問から三週間で死に至るようすることの許容性が争われた。
（5）　A．a．0．，263．
（6）BGHSt32，367f五（1984）．医師が、モルヒネや睡眠薬を過剰に服用して意識不明となった
76歳の自殺者を発見したが、自筆のメモがあったので、救命措置をとらず、その結果数時間後
　この自殺者が死亡したという事例である。
（7）OLG　Munchen，in　NJW　l987，S．2940ff末期患者であったEが医師の指示に基づいて、
病院の人から致死量の青酸カリを手に入れ、その青酸カリを自ら服用して、10分から15分以内
　に亡くなったという事例である。
（8）In　the　Matter　of　Quinlan，355A．2d647（1976）．
（9）アメリカの自然死法については、富田清美「アメリカにおけるいわゆる自然死立法の動
　向」東京都立大学法学会雑誌第二八巻第二号二九三頁以下などを参照。
（10）Griswold　v，Connecticut，381U．S．479（1965）．夫婦の避妊具の使用を禁止したコネタティ
　カット州法が問題となった事例。
（11）
（12）
（13）
（14）
（15）
Roe　v．Wade，410U．S．113（1973）．
Cmzan　v．Director，MDH，497U．S．261（1990）．
Washington　v．Glucksberg，521U．S．702（1997）．
Vacco　v．Quil1，521U．S．793（1997）．
Claus　Roxin，Zur　strafrechtlichen　Beurteilung　der　Sterbehilfe，Medizinstrafrecht，
　2000，S．87ff．など。
（16）確かに、いわゆる東海大学安楽死事件（横浜地裁平成7年3月28日）などでは安楽死要件が
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示されている。しかし、下級審レベルの判断であり、そこで示された要件を充足することで実
際に不処罰になることが示された裁判例はなく、法的に安定しているとは言えない。
